
（４）災害リスクの現地表示 まるごとまちごとハザードマップの取組

４ 水害・土砂災害危険性の周知について

・国土交通省が作成した実施の手引きや、他県の取組事例を紹介。

県の支援

HPアドレス：http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/marumachi/

実施の手引き 他県の取組事例

各資料は国交省のHPより入手できます。
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（４）災害リスクの現地表示 まるごとまちごとハザードマップのメリット

４ 水害・土砂災害危険性の周知について

資料：H31.4「まるごとまちごとハザードマップのすすめ（国土交通省）」より
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（４）災害リスクの現地表示 土砂災害警戒区域等の現地標識設置

４ 水害・土砂災害危険性の周知について

資料：H31.3.7「土砂災害警戒区域等の現地の標識設置について（国土交通省）」より

土砂災害警戒区域等について、日頃から住民等が認知できるように、現地標識の
設置が必要です。

県内では、「宝くじ助成事業」を活用し、６市町で１０箇所程度、現地標識を設置さ
れたところですが、この事業では設置場所や箇所数等が限られるため、効果促進
事業を活用していきます。

〇単柱型 〇添加型

〇門柱型
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４ 水害・土砂災害危険性の周知について

土砂災害警戒区域等の現地標識設置について

○いただいた意見（市町・アドバイザー）

○対策案

・新たな表示板は必要であると思うが、維持管理体制を確立する必要がある。
・「香川の砂防」につながるＱＲコードのシールを貼る等、負担は小さく、求める効果

の出る、時代に合った方式を検討してはどうか。
・公民館や集会場に土砂災害警戒区域等の掲示はしているが、現地標識はない。

・現地表示は、防災に興味がない人でも日常生活上で視認されやすいため、避難の実行性
を高める。

・被災実績や人口の多い箇所から等、優先順位をつけて設置を検討する。
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（５）メディアと連携した取組み 第１回勉強会

４ 水害・土砂災害危険性の周知について

水害・土砂災害等に関する情報を、一般住民に対して、より効果的に伝える
ための取組み等について協議するもの。

１ 開催日時： 令和２年２月４日 午後13時30分～午前16時
２ 主 催： 四国地方整備局
３ 参加機関： 新聞社、放送・通信会社 １２社

高松地方気象台 他
４ 内容

（国）災害時の映像情報提供やその放送について
水害リスクの捉え方について

（降雨・浸透・流出・流下・氾濫・浸水の各段階
における平常時・洪水時の防災対策等）

（県）河川管理者からの防災情報について
・水位・雨量等の防災情報や地域の危険性の確認方法
・住民の避難行動に関する注意事項 等

県による講義

かがわ防災GISの紹介勉強会の様子
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（５）メディアと連携した取組み 第１回勉強会の結果と

これまでの経緯

４ 水害・土砂災害危険性の周知について

第１回勉強会での結果や意見等
・かがわ防災Webポータルについて、メディアに十分伝わっていなかった。

（「こんなのがあったのか！これはいいなあ。」との反応）
⇒更なる周知が必要と考えられる
・河川監視カメラ映像のリアルタイムの提供について検討して欲しいとの意見があった。
・ため池決壊や内水氾濫等、香川ならではの災害・防災情報を発信して欲しいとの要望があった。
・インターネットになじみの薄い高齢者等への情報提供や、回線へのアクセス集中対策が課題。

第１回勉強会までの経緯

香川地域メディア連携懇談会（案）打合せ
概要の説明等

・日時：令和元年７月４日 13:30～

第１回香川地域メディア連携懇談会
災害時において行政が発信する様々な情報を各メディアを通じて正確にかつ迅速にわかりやすく

地域住民や地域社会に伝え、的確な防災行動につなげるため行政とメディアの連携関係を構築し
様々な意見交換を行う場として「香川地域メディア連携懇談会」を開催した。

・日時：令和元年１０月２５日 14:00～16:00
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４ 水害・土砂災害危険性の周知について

○いただいた意見（アドバイザー：第5回幹事会）

○対策案

・住民だけではなく、市、町、県の職員に知らせる。
・工事業者にも知らせる。
・マイタイムラインにも活用する。

かがわ防災Ｗｅｂポータルの周知について

・「かがわ防災Ｗｅｂポータル」については、県職員等への周知に努めるとともに、
県工事の請負業者についても、建設業協会等を通じて周知する。

・「水害土砂災害から命を守るために」のパンフレットなどを活用し、「Ｗｅｂポータ
ル」の周知を図る。
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５ 総合的な治水対策について

５ 総合的な治水対策について
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５ 総合的な治水対策について

総合的な治水対策について（兵庫県の取組み事例）

出典 ： 兵庫県 総合治水リーフレット（みんなでとりくもう「総合治水」）

【兵庫県の総合治水条例】

・県・市町の事業だけでなく、住民や民間事業者の取
組みも含めた総合治水の推進を明確化

・住民や民間事業者に対しても、土地利用規制（開発
や建築行為の規制）や雨水貯留施設の設置等を義務
化（努力義務を含む）

・河川の流域や地域特性に応じた「地域総合治水推進
計画」を策定し、総合治水を計画的、効果的に実施

出典 ： 兵庫県 総合治水リーフレット（総合治水条例の概要）
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５ 総合的な治水対策について

総合的な治水対策について（国の取組み）

出典 ： 社会資本整備審議会 河川分科会 第4回 気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会（令和2年5月26日）
「【参考資料1】気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 とりまとめ概要」より 63



香川県の現状

５ 総合的な治水対策について

総合的な治水対策について（香川県の状況）

・「みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例」により、一定規模以
上の開発行為における事前協議や、都市再生特別措置法の規定
に基づく「立地適正化計画」により災害リスクがある土地に居住を
誘導しないようにするなど、現在も土地利用規制等を実施。

・善通寺市や多度津町などでは、県と市町が連携し、住民や民間
事業者の取組みも含めた総合的な治水対策を進めている。

国が進めている検討結果にも注視し、本協議会等で情報共有を
図りながら、総合的な治水対策 （流域治水）に取り組んでいく。

今後の取組み
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６ その他

６ その他
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ハザードマップを活用した避難行動（避難の理解力向上キャンペーン）

６ その他

中央防災会議「令和元年台風第19号等を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について（報告）」では、
「避難の理解力向上キャンペーン」を行う必要性が示されました。
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ハザードマップを活用した避難行動（避難の理解力向上キャンペーン）

６ その他

キャンペーンの実施をお願いします。県危機管理課では、上記パンフレットを県広報誌7月号で配布します。
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避難に関する国からの助言等

６ その他

土砂災害の特性を考慮した避難の考え方について
国土交通省 砂防部 砂防計画課

○親戚や友人の家等へ避難を検討する際には、当該家屋が土砂災害警戒区域外で
あるかどうかを併せて確認することを、地域住民に対して呼びかけてください。
○時間的に余裕が無く、避難所及び親戚や友人の家等に移動できない場合は、「次
善の策」として、近隣の堅牢な高い建物（鉄筋コンクリート造等）の高層階への移動や、
自宅の斜面と反対側の２階以上の部屋等建物内の少しでも安全な場所での待避な
どの手段があることを、地域住民に対して呼びかけてください（別添１）。
○今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に関する内閣府等の通知を受
け、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難所を開設する場合や、ホテルや旅館
等を避難所として活用する場合は、当該建物が土砂災害警戒区域外に位置している
ことを基本としてください。
○土砂災害からの適時・的確な避難行動の重要性について理解を深めて頂くため、
警戒避難の好事例をとりまとめたので、周知・啓発の際にご活用ください。
※土砂災害警戒避難の好事例集
https://www.mlit.go.jp/river/sabo/topics/dosyasaigai.html#@
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水防備蓄資材（県の管理する水防備蓄資材：令和元年度香川県水防計画より）

６ その他

近年の水防の実態（直営から業者委託への変化など）を考えると・・・
・大型土のう、袋詰め玉石網、バリケード、コンクリートブロック（トーフ）等の
追加は必要ないか？
・一方で不要なものはないか？

詳細は、第3回幹事会資料P150～P160参照
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水防備蓄資材の見直し（各団体の管理する水防備蓄資材）

６ その他

〇基本的な考え方 水防計画作成の手引き（都道府県版） 9.1 水防倉庫及び資器材 より

県は、水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材では不足するような緊
急の場合に際し、応急支援するため資器材を備蓄するものとする。

〇第3回幹事会での市町からの意見

水防資材について、市役所、土木事務所、国、協会等がそれぞれで必要と思
われる資材を保有している。保有資材の更新に係る予算も限られているため、
各機関で個別に保有すべき資材を検討し管理するのではなく、各機関が連携し
て総合的に必要な資材を検討し管理できる仕組みがあれば良いと考える。

〇見直しの流れ（案）

・香川県内における基本的な考え方の整理・協議
・市町の管理する水防備蓄資材の聴き取り
・建設業者の意見聴き取り
・次回以降の幹事会での協議
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